




























































































































都市部工業集積地域   56  32  86
同　　工業非集積地域   49  30  79
中間部工業集積地域   32  33  65
同　　工業非集積地域   19  21  40
農村部工業集積地域   77 352 429
同　　工業非集積地域   52 220 272



















































































































































































































１．都市部工業集積地 43 46 47
２．中間部工業集積地 21 25 26
３．農村部工業集積地 49 73 68
４．都市部工業非集積地 24 33 33
５．中間部工業非集積地 10 13 14
６．農村部工業非集積地 29 46 44
















































































































































































地域区分 ①無担保融資 ②経営指導 ③顧客紹介 ④債権流動化 ⑤今後の期待
期　待 否定的 期　待 否定的 期　待 否定的 期　待 否定的 弱　い 強　い
1 97.1 2.9 17.9 82.1 50.0 50.0 25.0 75.0 35.7 64.3
2 78.0 22.0 21.1 78.9 33.3 66.7 6.7 93.3 31.3 68.7
3 91.1 8.9 19.5 80.5 37.0 63.0 27.5 72.5 27.5 72.5
4 100.0 0.0 20.2 79.2 41.7 58.3 23.8 76.2 25.0 75.0
5 100.0 0.0 22.2 77.8 20.0 80.0 44.4 55.6 25.0 75.0






























9.0% 36.5% 37.1% 14.6%
25.0% 18.8% 6.3% 12.5%
4.8% 57.1% 33.3%
9.2% 47.6% 29.8% 10.5%2.9%
16.7% 36.7% 43.3%
8.0% 52.0% 12.0%
23.9% 43.5% 13.0% 13.0% 6.5%
18.8% 68.8% 12.5%
10.3% 56.4% 20.5% 10.3%
17.3% 53.3% 6.7%21.3%
10.3% 51.7% 17.2%20.7%
4.9% 58.5% 17.1% 14.6%
11.2% 46.5% 28.6%28.6 11.0%


















































































4.7% 33.1% 48.8% 12.2% 1.2%
6.3% 25.0% 50.0% 6.3% 12.5%
0.0% 25.0% 45.0% 25.0% 5.0%
7.9% 44.0% 38.7% 7.5% 1.9%
13.3% 50.0% 26.7% 10.0% 0.0%
11.5% 34.6% 46.2% 7.7% 0.0%
6.4% 55.3% 27.7% 8.5% 2.1%
10.0% 70.0% 20.0%
18.4% 63.2% 13.2% 0.0% 5.3%
16.4% 53.4% 21.9% 5.5% 2.7%
10.7% 60.7% 25.0% 3.6% 0.0%
12.2% 68.3% 9.8% 9.8% 0.0%
8.8% 45.3% 35.5% 8.4% 2.0%































7割以上 4～7割 1～4割 1割以下
図表3.4　本社（親会社）の経営合理化による事業所の閉鎖�
32.8% 7.5% 10.4% 49.3%
14.3% 14.3% 14.3% 57.1%
25.0% 0.0% 75.0%
19.9% 17.5% 26.5% 36.1%




22.6% 12.9% 41.9% 22.6%
0.0% 33.3% 50.0% 16.7%
0.0% 5.3% 47.4% 47.4%
11.3% 20.8% 30.2% 37.7%
5.9% 5.9% 35.3% 52.9%
4.2% 8.3% 20.8% 66.7%
17.9% 13.4% 24.7% 44.0%






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬
①産学官の連携の推進 1.000 0.945 0.654 0.919 0.902 0.746 -0.316 0.684 0.374 0.859 0.829 0.948 0.823 
②企業間ネットワークの強化 0.945 1.000 0.675 0.939 0.906 0.723 -0.245 0.616 0.354 0.892 0.840 0.958 0.803 
③販路開拓の支援 0.654 0.675 1.000 0.805 0.850 0.814 0.384 0.205 0.782 0.436 0.375 0.705 0.367 
④技術開発支援 0.919 0.939 0.805 1.000 0.974 0.876 -0.025 0.449 0.554 0.788 0.683 0.915 0.656 
⑤新製品開発支援 0.902 0.906 0.850 0.974 1.000 0.887 -0.010 0.485 0.573 0.774 0.698 0.930 0.690 
⑥起業資金調達源の充実 0.746 0.723 0.814 0.876 0.887 1.000 0.210 0.149 0.643 0.572 0.385 0.711 0.392 
⑦設備、運転資金の低利融資の拡充�-0.316 -0.245 0.384 -0.025 -0.010 0.210 1.000 -0.689 0.675 -0.454 -0.625 -0.271 -0.630 
⑧中小企業の社債発行支援 0.684 0.616 0.205 0.449 0.485 0.149 -0.689 1.000 -0.067 0.761 0.910 0.715 0.936 
⑨公的金融支援の条件緩和 0.374 0.354 0.782 0.554 0.573 0.643 0.675 -0.067 1.000 0.163 0.007 0.354 0.024 
⑩財務面からの経営指導の充実� 0.859 0.892 0.436 0.788 0.774 0.572 -0.454 0.761 0.163 1.000 0.905 0.886 0.903 
⑪専門人材の採用支援 0.829 0.840 0.375 0.683 0.698 0.385 -0.625 0.910 0.007 0.905 1.000 0.886 0.971 
⑫ＩＴ化の支援 0.948 0.958 0.705 0.915 0.930 0.711 -0.271 0.715 0.354 0.886 0.886 1.000 0.860 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































極めて多い 多い 少ない ほとんどない
74
第６章全体のとりまとめ
本アンケート調査は、市区町村の商工担当者に対す
るものであり、全体的動向および印象を伺っている。
したがって、詳細な分析は今後予定している企業の当
事者を対象とした調査研究を展開する中で行っていく
が、現段階で明らかとなった点を、製造企業の景況の
観点、金融の観点、雇用特性の観点、情報化の観点、
企業支援の観点から整理しておく。
◆　製造業の景況感では、今期（平成14年下期）の売
り上げは減少とみている地域は全体の８割を占め
ている。来期の売り上げ見通しについては、全体
で約７割弱が減少と予測している。また、製品の
単価は全体の約８割が低下するとみている。以上
のことから、企業の採算も８割以上が、また、資
金繰りも７割以上が悪化とみている。
◆　中小製造業と金融機関の関係では、金融機関の思
い（経営方針）と企業側の思い（銀行への期待）
との間に、かなりのミスマッチが看取される。貸
し渋りや貸し剥がしの問題については、融資関係
が担保主義、人間関係重視といった従来型から、
財務内容とかキャッシュフロー重視のいわば市場
主義型に大きく変化する時代であり、すべての地
域で増加と答えた機関数がほぼ50％～75％程度に
なっている。このことから、厳しい金融情勢が続
いていることが伺える。
◆　雇用情勢に関しては、町村部よりも市区部で人手
過剰、失業増加、賃金減少傾向が強い結果が得ら
れているが、パート・アルバイトの雇用状況は町
村部の方が悪い結果となっている。正社員からの
身分の切り替えについては、男性よりも女性の方
が著しく身分の劣悪化が激しい。また、外国人へ
の置き換えは、全体としてやや増加する傾向にあ
り、市区部・町村部ともに工業集積地域を中心に
進行している。
◆　情報化に関して、地域内の中小製造業を網羅した
データベースの作成状況を伺っている。データベ
ースは、インターネットからアクセス可能となり、
さらに製品名や技術分野をキーワードとする検索
が可能となったときにはじめてその価値を発揮
し、有効な活用ができるものである。このような
データベースの作成は、農村部工業集積地域およ
びすべての工業非集積地域では遅れており、今後、
データベースを見直す必要があることをアンケー
ト結果は示している。
◆　企業支援策としては、「設備、運転資金の低利融
資の拡充」、「公的金融支援の条件緩和」、「起業資
金調達源の充実」という資金支援要望が高くなっ
ており、「販路開拓の支援」がそれに続いている。
「産学官の連携の推進」、「企業間ネットワークの
強化」、「技術開発支援」、「新製品開発支援」、「Ｉ
Ｔ化の支援」という技術支援は、実際にはかなり
行われている支援策ではあるが、資金支援ほどに
は要望は高くはなく、「中小企業の社債発行支援」、
「財務面からの経営指導の充実」、「専門人材の採
用支援」、「マネジメント技法の指導」という経営
技術指導に対する支援要望はこれからという感じ
である。地域別に支援要望をみると、総じて都市
部で高く、農村部で低い結果となっている。この
ことは経営風土と関連があるものと思われる。経
営技術支援要望が農村部で相対的に多いことは特
徴的である。
（鯉江康正）
